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【資料】
フォード自動車会社の経営戦略
-1990年代の世界戦略ー一—
井上昭一
1. 多国籍企業の戦後展開
「マルチナショナル・コーボレーション」「MNC」「ワールド・エンクー
プライズ」「世界企業」「国際企業」「超国家企業」「地球企業」「一国の政府
と対等の交渉力を持つ経済的私的政府」「第三の経済大国」「政府外交の影武
者」「新しい資本輸出形態」「世界的規模での資本投下形態」「民間の CIA」
「世界政治の主役」「見えざる帝国」「20世紀の怪物」などなど，実にさまざ
まな名称で呼ばれる多国籍企業（論者によって，当然のことながら，その意
味するところや内容は若干異っているが）は， 世界各国へ進出し， それぞ
れの国の資源や労働力を利用して最大の成果と利益をあげることを目的とす
る，経済的合理性に従って運営される企業である。
ところで企業の「国籍」は，いずれの国で経営活動を行うかとか，あるい
はどこで利潤をあげるかとかを基準にして決定されるぺき性格のものではな
く，企業の実体が資本であることからして，その資本の所有権・支配権を有
する者の国籍がどこであるかによって決まるものであろう。生産は世界的規
模にまで社会化されても，生産手段はいぜんとして，特定国の少数の資本家
によって「私的に」所有されており，生産関係（＝所有関係）まで多国籍化
しているわけではないからである。国境をこえて行動するのは機能資本とし
てだけであって，それを所有し支配するのは本国の独占体・金融資本なので
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ある。 したがって， 「多国籍」企業なる呼び方はきわめて奇異であるが，こ
こでは，いちおう市民権を得ている多国籍企業と呼ぶことにする。
呼称はともかくとして，多国籍企業は多くの場合，海外事業を担当してい
る部署が本社機構から分離し， 全額出資の1009る子会社として， おおはばな
権限を委譲された地域本部を設置しているという経営形態上の特徴を有して
いる。国際的分業の利点を生かすべくビジネス・ロジスティクスの論理にの
っとり，単一の世界戦略あるいは所有と支配の一元化の原則に基づいて各国
の立地条件，資源，市場などからみて最高に有利な組合わせをつくり出す。
極論すれば，多国籍企業にとって母国という概念は余り意味をもたない。
資本の投資対象と私的独占力をふるう機会があるところ，資本を蓄積しうる
ところが母国である。世界を利益の源泉とみているのである。
「国境線のない世界地図」をかかげている多国籍企業は，利潤機会が与え
られるならば，風俗，習慣，言語，通貨，法律，思想，文明の発達度，政府
の諸規程などのまったく異なる国々にのり込み，原料市場，労働力市場，商
品販売市場，資本市場の独占化をめざして公然・非公然に企業活動を営む。
そのためには，出身国の官憲を買収して法外な保護と特権を強要し，新聞な
どマス・メディアを抱き込み，さらには進出先の要人をワイロ商法によって
自らの代理人・補完物に仕立てあげるとともに，産業スパイを暗躍させ，替
え玉会社を使うなどの諸手段を日常茶飯事のごとく利用するのである。
個別資本は，金融資本全体の構成部分としてのみ存在しうる。そのような
手段を通じての企業活動は，当然のことながら，個別資本が単独でやるわけ
ではなく，独占体・金融資本の一環として，換言すれば，最終決定権を掌握
している権カセンター・支配センターとしての金融閥によって， リモー ト・
コントロールされながら行われることはいうまでもない。
おおざっぱにいって，アメリカ独占資本の多国籍化＝資本の輸出は， 1950
年代後半，とくにアメリカにおける56~57年のスエズ動乱後の，戦後最大の
過剰生産恐慌と58年の欧州経済共同体 (EuropeanEconomic Community, 
EEC)の結成を契機として， ョーロッパ市場の分割・再分割を求めて，いち
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だんとその歩調を強めるにいたった。 EECの成立はアメリカ企業， とりわ
けすでに EEC構成の 6カ国（西ドイツ，フランス，イタリー，ベルギー，
オランダおよびルクセンプルク）に生産拠点を構築するなどの直接投資を行
っている巨大企業にとっては，まさに「全面的な門戸開放」を意味した。そ
の設立趣旨が，関税や輸入制限を撤廃して地域内における商品の自由な移動
をはかる，つまり自由貿易地域をつくるだけでなく，資本や労働力の移動を
も自由化し，さらに加盟諸国の政治・経済・社会政策をも統一して，緊密な
地域経済共同体をつくることにあったからである。
EECの， いわば獅子の分け前を享受すぺくアメリカのナショナル金銭登
録機 (NCR)， キャタビラー（Caterpillar)，ハネウェル (Honeywell),
IBMなど60余社が続々と工場を建設し， 6万人にもおよぶ現地労働者を雇用
するようになった。 ちなみに1961年には，アメリカの年間売上高上位 1,000
社のうち460社がヨーロッパに子会社や支店をもち， 65年には700社に急増し
たといわれている。まさにこの時期は，多国籍企業の本格的な胎動が始まっ
た時期であり，多国籍企業の歴史的発展において，工ボック・メイキングな
意味をもつ時期であるといわなければならない。それは海外にある子会社の
活動に有機的な関連性をもたせ，本社を含めてグループ全体の経営効率を最
大にしようとする出発点であったと位置づけることができるからである。
この独占企業による資本の輸出は，アメリカ政府の膨大な経済的・軍事的
対外援助， いわば「国家資本」の輸出と相互に密接に絡み合いながら， ド
ル危機という事態を招いた。ドル危機とそれに起因する国際通貨体制の壊滅
は，他国の侵略•干渉・支配の意図をもち続けたアメリカ政府と「マンハッ
タンの小鬼たち」といわれる独占企業による「ドルと大視棒」政策からもた
らされた，といわれるゆえんである（岡倉古志郎編著「アメリカ帝国主義』
新日本新書， 1970年， 13ペー ジ）。
さて自動車工業における， いわゆるビッ・グスリーも， 1950年代後半以
降，例外なく大規模な需要，高い工業技術水準，均質の安定した労働力など
が期待しうるヨーロッパヘ積極的な資本輸出を行った。とはいえ，クライス
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ラー (ChryslerCorp.)を除くフォード (FordMotor Co.）や GM(Gen-
eral Motors Corp.）の直接投資による海外進出は，比較的早かった。たとえ
ばフォードは， 1903年の創立の翌年カナダに子会社を設け，その後11年にイ
ギリス， 16年にフランス (54年にフランス第4位の自動車メーカーのシムカ
社に売却，代償としてシムカ社株15.2%取得。なおシムカ社は58年にクライ
スラーに売却），そして25年になるとドイツ， ォーストラリア， メキシコ，
ニュージーランドなどに子会社を設立して，アメリカ自動車工業最初の海外
生産体制を固めた。後発の GMが，国内の過剰資本を海外に投資すること
によって 100％支配の子会社や支工場を設立したばかりでなく，会社新設に
比べて少額の資本投下ですむ現地の既存企業の完全買収，すなわち国際的な
資本集中をその当初からの最大の特徴としていたのに対して，フォードはは
じめは合弁方針—原則として55~60飴所有ーーから出発し，第 2 次大戦後
になってようやく 100形所有方針に切り換えた。この過半数所有戦略から完
全所有戦略に転換した具体的事例を， 「フォードによるフォード買収事件」
として有名なイギリス・フォード (FordMotor Co. of U. K.）に求めてみ
よう。
1960年11月14日，ロンドンの東ダーゲナムにあるイギリス・フォード本社
に，デトロイトのフォード本社から「イギリス・フォードの株式全部を買い
取り，デトロイトの完全支配下におきたい」旨の連絡が入った。当時フォー
ドは，イギリス・フォード株式の54.6形を所有しており，残る45.4％をすぺ
て取得する意思を明らかにしたのである。買い取り条件は 1株につき 7ポン
ド5シリング (=145シリング）と， 相場 (4ポンド11シリング＝ 91シリン
グ）の60飴増しで，現金 1億2,900万ポンド（ドル換算で 3億6,800万ドル）
を用意しているということであった。売却の申し出が殺到し， フォードは
買いまくった。新聞は「イギリス史上最大の乗っ取り作戦」と批判的な報道
を流した。 また当時， ド）レ危機に直面していたアメリカのアイゼンハワー
(Dwight D. Eisenhower)大統領が， 4億ドル近いドルの海外流出はアメ
リカを致命的な危機におとし入れるものとして難色を示し，個人的にも親し
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かったフォード I1世 (HenryFord Jr.）会長兼社長に買収作戦の延期を申
し入れた。しかしフォード会長は国際収支は長期的には，イギリス子会社か
ら利益をアメリカに送金することによって改善できると主張し，その要請を
拒否した。これは，私益は国益に優先し，多国籍企業は政府にとって国力の
源泉であると同時に，国家の外交政策や経済政策を挫折させる存在でもある
ことを如実に示した事件であった。アメリカのフォード本社の完全支配下に
入ったイギリス・フォードは，イギリス市場で20数パーセントのシェアをも
ち同国最大の自動車メーカーになったが，その後労働争議，とりわけ山ネコ
・ストに悩まされ，同国からの撤退を，真剣に考えなければならない状況に
あるといわれている。
ところで，小論は， 1990年代のフォードの経営戦略，とりわけワールド・
カー構想などの世界戦略に照準を合わせることを主眼としている。以下，そ
の点を追跡することにしよう。
2. ワールド・カー「モンデオ」と「ジャガー」
1979年10月 22 日，当時の GM 社長エリオット •M. エステス (Elliott M. 
Estes)は， ニューヨークで開催されたアメリカ外国貿易評議会年次総会の
席上，「ワールド・カー」について，次のように概念規定した。「ワールド・
カーの概念とは，国によってそれぞれ異なる条件や需要を最小限の修正で満
たし，可能なかぎり，共通な部品で構成され， しかも基本的には同一の設計
になる車をそれぞれの国において生産することである」と。
とするならば， 83年にフォードが中型トラックについて発表した構想は，
「ワールド・カー」といってよかろう。具体的には，アメリカでデザインさ
れたシャシー，ョーロッパで設計されたキャプとディーゼル・エンジンを同
社のプラジル工場で組み立て，その一部をアメリカに輸入し販売しようとい
うものであった。当時アメリカの中型トラック市場では西ドイツのメルセデ
ス・ベンツ (MercedesBenz)，フランスのルノー (Renault)，スウェーデ
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ンのボルボ (Volvo)といったヨーロッパ系の輸入トラックが活躍していた
ことに加えて， 日本の日野自動車やいすゞ自動車が新規参入する予定で準備
を進めていた。そのためにフォードとしては， ョーロッパや日本のメーカー
に対抗する意味もこめて，中型トラックのワールド・カー構想を推進してい
くことを明確にしたのである。
しかし，ここで取り上げるのは， 93年 1月初頭に発表された，フォードと
しては初めての一つの設計思想に基づいて，欧米での開発，製造，販売を狙
ったワー）レド・カー「モンデオ」 (MONDEO)と， 同1日に公表されたイ
ギリス高級車メーカー，ジャガー・カーズ (JaguarCars)の次期中級セダ
ンをアメリカ国内で生産するワールド・カー構想についてである。
93年1月6日， フォード自動車事業部門のアレクサンダー •V. トロット
マン (AlexanderV. Trotman, 1933年英国生まれ。 55年イギリス・フォー
ドに入社後主として販売に携わり，アジア，欧州，北米の販売第一線で実績
を積む。 89年に執行副社長， 93年 1月 1日社長，そして94年11月 1日付で会
長兼最高経営責任者 (ChiefExecutive Officer, CEOに昇格）社長兼最高
業務責任者 (ChiefOperating Officer, COO)は，次のような強気の世界
戦略の意向を表明した。「我が社は， 自動車事業で今後10年間に450億ドル以
上を投資する。世界規模でみると，フォードは今後3年間で12台の新型車を
予定しており，そのペースは 3カ月毎に 1台の割合になる。その第一弾が今
年 3月からヨーロッパで販売を予定している『モンデオ」だ」と。
「モンデオ」は，フォードがイギリスおよびドイツの研究・開発 (R&D)
拠点で， 60億ドルもの製品開発としては最大級の資金と87年末以来 5年半の
歳月を投入したミッド・サイズド・カーであり， ヨーロッパでは93年3月，
カナダを含む北米では94年春から，それぞれ市場に投入されている。ちなみ
に， ョーロッパおよび日本 (96年から右ハンド）レ車を販売予定）向けはベル
ギーのゲンク工場で生産され，北米向けはアメリカ国内で製造される。同車
はデザイン開発から生産，販売までのほとんどの工程を，アメリカ・フォー
ドとヨーロッパ・フォードとの間で共通化し，世界で販売しようというフォ
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ード初のグローバル構想車である。
とくにヨーロッパ市場ではトヨタ，日産自動車，本田技研など日本メーカ
ーの現地生産車や競合他社の主力車種と真っ向から対抗するセグメントヘの
投入となるが， 日本車対抗を明確に意識した「モンデオ」 という車名は，
「世界」を意味するラテン語「モンダス」 (MONDUS)からつけられた。
「モンデオ」は， ョーロッパ・フォードの車種ラインアップでは「シェ
ラ」， アメリカ・フォードでは「フォード・テンポ／マーキュリー・トパー
ズ」のそれぞれ後継車となるが， ビッグ・スリーが欧米両地域で共通の車を
生産・販売するのは，これが初めての試みである。フォードとしては，共通
化による生産コスト削減とヨーロッパ市場での失地回復やシェアアップの一
石二鳥を狙ったワールド・カー戦略である。
さらにフォードは， 94年 1月1日に発効した北米自由貿易協定 (North
American Free Trade Agreement, NAFT A)を活用すぺく，メキシコエ
場に 2億ドルを投入して，世界戦略車「モンデオ」のアメリカ仕様「コンツ
ァー」および「ミスティック」を年間 7万5,000台程度生産し， このうち最
大5万台をアメリカに輸出する計画であると発表した。これは， アメリカ
のおよそ10分の 1といわれるメキシコの安価な労働力を，とくに価格が販売
に大きく影響する戦略車生産に振り分けた， 典型的な例といえよう。なお
NAFTA戦略の詳細については，後述する予定である。
ジャガー・カーズ（以下，ジャガー）については，次のようにいえよう。
1989年1月2日，イギリスの高級車・スポーツカー・メーカー，ジャガー
は「フォードによる株式公開買い付け (TOB)提案を受け入れる」と発表
した。提案によれば 1株は8.50ボンドに相当し，総額で16億ボンド（約25億
ドル。邦貨換算して約3,600億円）に上った。
もともとジャガーは国営企業であったが，サッチャー (MargaretThatch-
er)首相の民営化政策によって， 1984年に民営化された。 しかし， 外国企
業による乗っ取りを恐れたイギリス政府は，俗に「女王陛下の黄金株」と呼
ばれる特殊な買収防止制度を設けた。政府がジャガー株の15彩を保有し，付
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帯条項として外国企業の持株比率を15%以下に抑えることなどを同社の定款
に明記し，イギリス独自の自動車メーカーとしての生き残りを策したのであ
る。ところが89年になって，ジャガーは民営化後初めて営業損失を計上し，
経営と技術の両面で提携や支援が必要になった。
フォードがロンドンの金融市場において，凄まじい勢いでジャガー株式の
買い付けを進めていた時に歩調を合わせるかのように，米通代表部 (United
States Trade Representatives, USTR)がイギリス政府に対して， 「自由
放任を標榜しているサッチャー政権がこのような保護主義的な制度を存続さ
せておくのはおかしい」と， 「黄金株制度」を批判するとともに， その撤廃
を強く要求した。同制度の存廃をめぐって，米英間で政治抗争化の様相を呈
したのである。ついに89年10月30日になって， イギリス政府は，「ジャガー
株主の 4分の 3が15彩制限条項撤廃に賛成するならば，政府は黄金株を放棄
する」と宣言した。 ジャガーは業績不振に加え「政治決着」の犠牲となっ
て，サッチャー政権に見捨てられた形になり，すでに13.296の株式を入手済
みのフォードの支配を受け入れざるをえなくなった。
GMと激烈な争奪戦を演じてまで，フォードがジャガーに対して激しい敵
対的買収を仕掛けた背景として，次の諸点を指摘できるだろう。
(1) フォードは早い段階 (1911年）から， イギリスで乗用車を生産して
おり，同国の大衆からは国産メーカーのように受けとめられていた。そして
民族系のローバー・グループ (RoverGroup)や GM系のボグゾール社
(Vauxhall Motors, Ltd.）を大きく引き離して， 30形近いマーケット・シ
ェアを誇るイギリス No.1の自動車メーカーであると自負していたこと。
(2) ヨーロッパにおけるフォードの最大の弱点は，大衆車メーカーのイメ
ージが強過ぎることである。世界では高級車の需要が沸騰しており，高級車
対応が急務であったこと。
(3) 企業力は衰えたとはいえ，名門ジャガーのプランドは依然として世界
に通用する。しかもジャガーには，世界でも指折りのデザイン技術者が多数
存在していたこと。
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端的にいえば，フォードは高級車戦略から是が非でもジャガーが欲しかっ
たのである。同社のプランドカ，開発力，販売網などをフォードがいちから
作ること—乗用車の生産ラインだけで約40億ドル必要—を考えると，買
収費25億ドルはけっして高くなく，むしろ安い買い物であった。ジャガーを
支配下におさめたことによってフォードは，新たに高級車の領域をカバーし，
ヨーロッパにおける車種体系は一段と厚みを増した。そして「ジャガーの持
つスタイルや風格，バフォーマンス，個性，いわばジャガーの『伝統」を守
りながら資金や技術の援助をしていく。今後，市場に投入する新製品も伝統
と個性が盛り込まれた本来のジャガー車に限る」旨の声明を発表した。
ただ90年 9月20日，フォード本社からジャガーの副会長として送り込まれ
たジョン・グラント (JohnGrant)は，次のような発言をしている。「今冬
の賃金交渉で10劣以上の引き上げを認める見返りに，日本の自動車メーカー
に倣って過度な分業を避け，生産ラインを労働者が全員で受けもつフレキシ
プル方式に切り替え生産性を高めるよう要請する」と。ハンドメイド部分が
多くて品質管理が悪く，生産性の低い旧来の生産方式を改め，外国企業ー一
とくに身近に存在し， 好業績をあげている英国日産自動車製造 (NMUK)
—に打ち勝つためには従業員の意識改革が必要であると訴えたのである。
さらに翌91年11月26日，フォードはジャガーの経営権をアメリカ本社に完全
移管すると発表した。イギリスおよびヨーロッパ市場のリセッションでイギ
リス・フォードの財務状況も大幅に悪化していることから，赤字続きのジャ
ガー（経常赤字が89年5,830万ボンド， 90年6,620万ポンド， 91年 2億2,610
万ボンド）を切り離して英国法人を身軽るにする狙いである。
世界各地での子会社営経を，できるだけ現地化政策で進めてきたフォード
は，ジャガーの場合もイギリスの現地法人，イギリス・フォードに経営権を
委託した形で傘下に組み入れた。販売不振に悩むイギリス・フォードが， 90
年度決算で 2億8,000万ポンド近くの経常損失を計上し， 20年ぶりに赤字転
落したために，フォードとしても，ジャガーをアメリカ本社の直轄下に移行
する方針を打ち出さざるをえなくなったのである。他方，イギリスの宝の一
94(566) 第 39巻第 6 号
つとされていたジャガーにとっても，世界的な業界再編のうねりの中でその
存在感が薄れつつあるが，収益改善に向けた生産拡大は最重要課題であり，
「門外不出」へのこだわりを放棄することを余儀なくされた。
その後93年 1月11日，フォードはジャガーの次期中型セダンをアメリカ国
内で生産することを検討中であり，「DEW98」のコードネームで開発段階
にあると公表した。これは数日前に発表された欧米共通生産車「モンデオJ
に次ぐワールド・カー構想第2弾である。フォードはこの新型ジャガーによ
って，アメリカでは高級車プランド「リンカーン」の商品力を拡大し， トヨ
タ「レクサス」，日産「インフィニティ」， BMW, メルセデス・ベンツなど
国内高級車市場を席巻する日欧の高級車群に対する巻き返しを図る意図を鮮
明にした。ジャガーの生産は創業以来，本社のある英コベントリーのプラウ
ンズ・レーン工場のみで行われてきた。 しかしジャガー買収後， その高級
イメージをよりいっそう本体にとり込もうとするフォードの戦略転換によっ
て，初めて生産拠点が大西洋をわたることになった。
以上みてきたように，ワールド・カーは地域に若干の仕様の差はあるもの
の，ヨーロッパとアメリカを核にして，共通のコンポネントを用いて生産し
販売するものであり，グローバルな効率生産を追求したフォードの新生産戦
略と位置づけることができよう。
3. 中国進出と自動車部品の合弁生産
フォードの90年代のグローバルな経営戦略を分析する場合，人口12億人と
も13億人ともいわれる「最後の秘境」・中国への進出， 94年 1月 1日に発効
した北米自由貿易協定 (NAFTA)におけるピジネス活動，さらにはそれら
に対応すべき組織機構の改革について論究することが不可欠であろう。
まず中国市場への進出について時系列的にみると， 92年9月，フォードの
子会社インターナショナル・ビジネス・デベロップメント (I nternational 
Business Development, IBD)が北京に駐在員事務所を開設した。同事務
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所の目標は，フォード・グループの「駐中国代表部」として， 自動車部品の
合弁生産についての可能性を探ることにあった。フォードはこれまでビッグ
・スリーのなかで，唯一，中国に足場をもたなかったが，これで GM(1992 
年 9月生産開始の金杯通用汽車）やクライスラー (1983年設立の北京ジープ）
の先行グループを追撃する足がかりを得たことになる。その主な業務は，フ
ォード・グループの部品製造部門，オートモ ― ープイフ・コンポネンツ・グル
ープ (AutomotiveComponents Group, ACG)に関連したものが中心で，
合弁による中国での部品生産が狙いである。部品生産での合弁実現に的を絞
って事務所を設置したのも，完成車については96年まで新工場の設置を認め
ない中国政府の政策を受け入れ，当面は完成車分野への参入を断念した結果
といえよう。
フォードは93年6月，中国に販売網を構築し，本格的に乗用車の販売を開
始した。上海，北京，藩陽，大連ならびに広州の 5都市にフランチャイズ制
の販売代理店を開設し， 「リンカーン・タウンカー」など米国製乗用車 5車
種を輸出ー一現地販売店とフランチャイズ契約を結び，アメリカ・フォード
から直接輸出ー一することになっている。
中国に対する乗用車販売は，中国政府からの一括発注に応じる形で過去に
も実績—93年 4 月， 中国政府はビッグ・スリーに合計 1万4,400台の乗用
車を発注—ーはあるが，固有の販売網を設けて， 日常的に販売活動を展開す
るのはビッグ・スリーでは初めのことである。
94年に入って 3月，フォードは上海自動車工業総公司および上海耀華ガラ
ス工場の 2社と部品の合弁生産に関する契約を締結した（両社とは，すでに
前年の夏に合弁生産に関する覚書を交わしている）。
上海自動車工業とは合弁会社「上海延鋒自動車公司」（資本金2,755万ド
ル，フォード51％出資）を設立して室内トリム，座席，計器盤など樹脂製の
自動車内装部品を生産する。上海耀華ガラスとは合弁企業「上海福華ガラス
公司」（資本金1,180万ドル，フォード51％出資）を創設して，安全ガラスを
製造することになっている。
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中国政府は， 96年から外資系企業が乗用車生産に参入する際には， 40彩以
上の国産部品調達，いわゆる，ローカル・コンテントを義務づけており，フ
ォードは部品の生産協力を基盤にして，完成車の現地生産拠点確保を図りた
いとの思惑を秘めている。さらに同年7月，フォードは上海で自動車の電子
部品を合弁生産し，生産した部品については中国国内の完成車メーカーに供
給する計画を公けにした。それによると， 1,500万ドルを投資して，中国最
大手の電子部品メーカー「上海自動化計器」と組み， 96年 6月から工場を稼
働させることになっている。フォードにとっては，これが 3番目の合弁工場
建設になる。
トロットマン会長兼最高経営責任者 (CEO)は， 94年9月20日， 「我が社
は中国で近い将来，中型乗用車やワゴン車を生産するため大規模な投資を計
画中であり，そのための準備を96年まで進め，その後約 3年かけてフル生産
に移行する方針である」との声明を発表した。中国・国家計画委員会は94年
6月に，新たな外国自動車メーカーによる同国での生産を96年まで制限ー一
「96年から，現在凍結中の完成車部門への外資参入を需要動向に合わせて認
めると同時に， 2000年までに 125社ある国内自動車メーカーを 3企業グルー
プに集約する」方針を明らかにしたが，部品工場の進出は歓迎しており， 96
年以降の制限解除後，これらの進出企業に自動車生産を認める可能性を示唆
している。＊
* 1994年6月16H，中国・国家計画委員会の葉青・副主任（次官）は， 「自動車工業産
業政策」を明らかにした。その骨子は次のとおりである。
(1) 長春•第一汽車，上海・サンタナ，十堰•第二汽車の三大自動車企業団を育成す
る。
(2) 95年までは現状の自動車政策を堅持，ェンジンなど自動車部品の海外企業の対中
投資を歓迎する。
(3) 96年以降は海外の企業（完成車）参入を認める。
葉青・副主任は，中国の自動車産業は30年の歴史があるが，まだその水準は低くて多
くの問題を抱えているとの認識を示した上で，長春•第一汽車，上海・サンタナ，十堰
•第二汽車の三大自動車企業集団を育成していく方針を明らかにした。この過程で「か
なりの構造改善と変化が必要」と指摘，技術水準の向上が重要であると強調した。
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中国は自動車産業を重視，①支柱産業の発展目標，②産業の組織政策，⑧産業技術政
策④産業配置政策，⑥対外貿易政策，などを固めていく。とくに部品産業が立ち遅れ
ていることから．海外からエンジンを含む投資を強く要請，部品国産化（ローカル・コ
ンテスト） 40％以上の法制化を急ぐ方針を明らかにした。
現在の中国の自動車政策である「三大三小二微」を堅持， 96年以降は海外からの新規
参入を認めると表明した。ただし，その時点での経済発展状況，市場のニーズ，ファミ
リーカーの可能性の要因を慎重に考慮した上で， 合弁を進めるとの考えを示した（『日
刊工業新聞」 1994年6月17日号）。
なお， その後追加発表された中国自動車工業産業政策の内容についても触れておこ
う。 1994年7月4日付の「人民日報」が，中国・国家計画委員会の決定を公表した「自
動車工業産業政策」の概要は次のとおりである。
中国政府当局は従来， 外国企業との合弁を「三大三小二微」〔「三大」とは一汽 VW
(VW合弁， 1991年設立），上海汽車 (VW合弁． 84年設立）および東風汽車（シトロ
エン合弁． 90年設立）。「三小」とは北京ジープ（クライスラー合弁， 83年設立），広州
プジョー（プジョー合弁． 85年設立）ならびに天津汽車（ダイハツ技術供与， 84年設
立）。そして「二微」とは長安鈴木汽車（スズキ合弁， 93年設立）と貴州航空（富士重
工技術供与， 設立年不明）〕 8社に絞る自動車産業政策を遂行してきた。現在，同国は
関税貿易一般協定 (GATT)への加盟を申請中であり． 加盟が認められれば「投資上
の安全弁」になり現地生産メーカー， とくに自動車に限れば部品生産企業の参入が期待
できる。さらに関税の自主的な引き下げや人民レートの統一など，国際的な経済システ
ムに参加することよって，中国投資を誘引することになろう。
中国自動車産業の実態は．完成車メーカー125社，部品メーカー4,000社という過剰の
乱立状況であり， 「散．乱，低，漫」という表現が， ヒ°ッタリするほど品質の悪さ，発
展スピードの遅さは深刻化している。
このため自動車政策の基本は，①産業組織の合理化を促進し，資本の分散問題を解決
して規模経済を実現する， R製品構成のバランスを良くして企業の自主開発能力を強
め，新しい車種を開発し．品質と技術レベルを高める，③そして自動車産業の競争力を
高める―との方針に貫かれる。
政策目標は「投資集中と産業の再編成を促進することによって， プロジェクトの乱
立，投資の分散を防ぐ」との方針。ただし「第8次5カ年計画 (91~95年）で許可して
いる完成車，部品プロジェクトには，早期開始について重点的に援助する。さらに今世
紀中に2~3の自動車生産企業（企業集団）を大型企業とし， 6~7の企業集団を中堅
企業に育成すること，また8~10のオートバイ生産企業が国内外の両市場の重点的企業
となることを支持するというもので， 「根本的に工場を減らし， 大量生産体制と少数の
大型企業間での秩序ある競争の下，市場を形成する」。
とくに大型企業は，国内市場において70％以上の占有率になることを目標とする。ま
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た同時に，大型企業と中堅企業が連合するよう指導し， 2010年までには国際競争力のあ
る3~4の大型自動車企業集団， 3~4の大型オートバイ企業集団を形成する。
産業組織政策は， 95年末までに年間生産量30万台以上の生産規模があり，年間販売量
が20万台以上あり，技術開発資金が年間売上高の3％以上の企業集団に対して，国家は
60万台以上の目標を立てて発展するよう支援する。年産15万台以上，年販10万台以上で
技術開発資金が2.5形以上の企業集団には 30万台以上の目標に向かうように支援する，
というもの。以下，国家新規準の完成車，ェンジンのプロジェクト（中外合弁・合作を
含む）の規模は次のように規定されている。
(1) 排気量 1,600cc以下の乗用車は年間生産最15万台を超えること。
(2) 小型トラックは年間生産量10万台を超えること。
(3) 小型バスは同 5万台を超えること。
(4) 大型トラックは同 1万台を超えること。
(5) 排気量 150cc以下のオートバイは年間生産量20万台を超えること。
(6) 排気量2,500cc以下のガソリン・エンジンは年間生産量15万台を超えること。
(7) 排気量3,500cc以下のディーゼル・エンジンは年間生産量10万台を超えること。
自動車産業政策は全13章61条で構成，製品の認証，産業組織政策，産業技術政策，投
資・融資政策，外資利用政策，輸入管理政策，輸出管理政策，国産化政策，消費・価格
政策，社会保障政策など多岐にわたり，とくに「SKD,CKD方式による輸入は認めな
い」（第9章第43条）と厳しい規定も設け，国産化に並々ならぬ取り組みを見せている。
このため， 96年以降の対中投資を巡り，部品産業への協力など外資の攻勢は一段と強ま
る見通しである」（『日刊自動車新聞』「日刊工業新聞」 1994年 7月5日号）。
以上，概観してきたことから明らかなように，フォードとしては合弁事業
を通じて，中国政府が外資に期待する部品産業の育成に協力し，同国での完
成車（とくに乗用車）生産につなぐ経営戦略を，相次いで鮮明に打ち出して
いるのである。
4. NAFTA戦略
次に， 94年 1月1日に発効した北米自由貿易協定 (NAFTA)に対するフ
ォードの戦略に目を向けてみよう。
カナダ， アメリカならびにメキシコの 3カ国で構成されている NAFTA
は，その範囲が「北はアラスカから南はカリブ海」にまで及び，欧州連合(EU)
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に匹敵する巨大規模の経済園である。 93年末実績で人口 3億7,000万人を擁
し，国内総生産 (GDP)は6兆5,000億ドルを誇る。
その発効にともない，域内産と認定されるための乗用車や小型トラックの
現地部品調達率（ローカル・コンテント）が従来の50彩（アメリカ・カナダ
間）から62.5彩（域内）に引き上げられる一方，車種によって 3~10%（発
効前は一律20%)に認定された域内の自動車関税は 5年後，すなわち99年に
は撤廃されることになっている。 NAFTAはその設立趣旨と規模からして
も，フォードなどアメリカ自動車資本が「獅子の分け前」を享受することで
あろう。
NAFTA効果によるメキシコの平均所得増を勘案しても， 同国での自動
車需要は引き続き低価格車を中心に推移すると予測されるが，フォードはメ
キシコを柱にしてカナダとアメリカでの生産を再編し，併せてメキシコでの
販売政策の見直しを図ると表明している。それによると，メキシコの大型乗
用車生産をカナダヘ移管し，北米のおよそ10分の 1といわれる低労務費をフ
ルに活用すぺ<,94年秋からメキシコでも始まった新型小型車，つまり世界
戦略車「モンデオ」のアメリカ仕様「フォード・コンツァー」と「マーキュ
リー・ミスティック」の生産を年間 7万5,000台に増大させ， そのうち最大
5万台をアメリカに輸出することになっている。これに加え， 95年中にメキ
シコでエントリー・レベル・カーと位置づけられる低価格車を発売するほ
か，アメリカとカナダからのメキシコ輸出を増加させる方針であるとも公表
した。「アメリカ向けはメキシコで， メキシコ向けはアメリカで」というよ
うに，価格帯で生産を振り分ける，いわば「棲み分け」戦略を明確にしたわ
けである。
フォー ドは， 小型車シェアが高いメキシコを小型車生産拠点と性格づけ
ることで， 3国に分散されていた乗用車生産を集約してコスト削減を狙うほ
か，現在メキシコに製造工場を有している GM, クライスラー， 日産， VW
との多面にわたる競争戦を勝ち抜き，シェアを図ろうと目論んでいる。
100(572) 第 39巻第 6 号
5. 組織機構の改革
最後に，フォードの経営戦略を検討する場合，最も重要な組織機構につい
て論じよう。
トロットマン会長兼 CEOは， 94年4月21日，世界市場での競争力強化と
開発体制のいっそうの効率化をめざして，最大で年間30億ドルの経費削減を
狙った大掛かりな組織再編を発表した。その内容は90余年に及ぶフォードの
歴史のなかでも，重要度において最右翼に位置づけられるといっても，けっ
して過言ではない。
再編の骨子は，次のように整理することができる。
(1) ヨーロッパとアメリカの両自動車部門と部品グループを統合し， 95 
年 1月1日からは「フォード・オートモーティプ・オペレーション」 (Ford
Automotive Operations, F AO)を中心とした世界戦略を展開する。その
ために FAOは， 社長の下に製品開発， 製造， 販売についてそれぞれ責任
を負う 3人の副社長を任命する。
(2) FAOの下に， ョーロッパとアメリカにビークル・プログラム・セン
ター (VehicleProgrrn Center, VPC)と呼ぶ車種の 5つの自動車開発セ
ンター 一ーー イギリス， ドイツの両国を拠点とする欧州センターが小型前輪駆
動車を担当する。アメリカには大型前輪駆動車，後輪駆動車，個人用トラッ
ク，商業用トラックを個別に担当する 4センターを設置し，車種別に設計を
含めた開発体制，責任を一元化する。
(3) 日本を含むアジア・太平洋地域，中南米諸国の両部門は，当分の間，
体制に変化はなく， FAO傘下には入らず分離したままにしておく。それは
アジア・太平洋地域でのフォードの存在を高めるためである。
(4) 日本のマツダとの提携拡大は検討中であるが，今回の再編は欧米に照
準を合わせている。
要するに，組織改革の最大の目玉は，今まで世界各地でバラバラに行われ
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てきた技術開発， 製造， 販売の指揮・管理を一本に統合して無駄を省く一
方，一元的，統一的な戦略の下に，アジア・太平洋地域などの有望市場での
シェア拡大を企図したものである。従来のようにアメリカ，ョーロッパが独
立して，いわば無政府的にビジネス活動をしていたのでは二重投資による膨
大なロスが生じ，世界的な自動車メーカーの生き残り競争において後れをと
るという危機感が背景にある。欧米のどちらの市場でも通用する，コスト競
争力のある新車を短期間で関発し，年間20~30億ドルに上るコスト削減を見
込んでの今回の再編のキーワードは， 「二重投資の回避」ということになろ
つ。
94年 3月30日，ニューヨーク国際自動車会場でフォードは新型乗用車「コ
ンツァー」（「モンデオ」の米国仕様）を出展したが，すでに述べたように，
同車はフォードにとって初のワールド・カーである。欧米の技術陣が共同で
開発し，欧米アジアの 3市場で発売されている。したがって，今回の組織改
革の布石の意味合いをもつ戦略車種ということが理解できるであろう。
フォードは94年 7月 1日付で，成長著しいアジア市場への取り組み強化策
などを中心とした国際自動車事業部門の再編を実施した。今回の組織再編
は， 95年 1月 1日を期して， アメリカとョーロッパの自動車事業部門が統
合して発足するフォード自動車事業部門 (FordAutomotive Operations, 
FAO)を整合性をもたせる点に主眼がおかれている。＊＊
**1995年1月初頭，フォード社は排気量1,600~2, 000ccクラスの世界戦賂車の生産を今
世紀末までに開始すると表明した。同車は「エスコート」の後継車で今月 1日に発足し
た新組織， FordAutomotive Operations (FAO)による開発第1号車。北米，南米．
欧朴1で生産する計画で，アジア生産の可能性もある。年間生産規模は 100万台程度とな
る見込み。世界戦略車の開発コードは「CW170」。前輪駆動方式の小型乗用車で，世界
市場でトヨ々の「カローラ」などのライバルとなる模様。 ドイツとイギリスが開発， 98
~99年間にドイツ， イギリス，アメリカ，メキシコ，プラジルまたはアルゼンチンで生
産を開始する。アジア生産については，現時点では詳細は明らかにされていないものの，
中国やインド，タイなどが有力候補と観測されている。
現行の「エスコート」は北米と欧州で販売されているものの，開発はアメリカ仕様が
マツダ， ョーロッパ仕様はヨーロッパ・フォードが担当する。同クラスの同一名称車で
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あるにもかかわらず， エンジンを含め共通部品はほとんどなく， 実質的には「同名異
車」。これに対し「cw170」は同一車種とし，量産効果と生産の効率化を狙う。
フォードは 1993年， 北米とヨーロッパによる初の共同開発車「モンデオ／コンツァ
ー／ミスティック」を発表したものの，開発費が60億ドルに膨れ上がった苦い経験があ
る。
このため94年4月， FAOの新設をともなう大掛かりな組織再編を発表。開発， 生
産， 販売を FAOが一手に引き受けることで， 開発費の二重投資を省くことを明らか
にしていた（『日刊自動車新聞」 1995年1月9日号）。
そして今後新たに，高成長が見込める市場でのビジネス・チャンスを探る
「新規市場開発本部」と，他の自動車メーカーとの提携・共同事業などの事
業化や商品開発について，世界的規模で調整を行う「戦略・共同事業本部」
を設置することを骨子としている。
その趣旨に沿って， アジア・太平洋地域での自動車事業を統括していた
アジア・太平洋自動車事業部門 (AsianPacific Automotive Operations, 
APAO)を廃止した。そして，これらの業務は日本フォード，ォーストラリ
ア・フォード，台湾フォード，ニュージーランド・フォード，フォード中国
事業本部に移管し，今後は地域の実情に見合った事業展開に力を入れること
になっている。
なお，査本提携先のマツダとの関係について一言すれば，共同事業の可能
性については現時点では新たに決定したことは何もない。しかし，すでにマ
ツダはフォードの世界戦略を推進する一環に組み入れられており，今後両社
の関係が一段と深まることは，当然予想されるところであろう。
